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◎調達機関番号 019 ◎所在地番号 13
平成31年４月25日付け（号外政府調達第77号・
11ページ）掲載の「平成31年度中小企業支援プラッ
トフォーム構築事業（電子申請ポータルおよび情
報発信サイトの高度化）」についての入札公告を取
り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
本入札公告に記載の工事は、技術提案を共通化
する２件の工事を対象に、一括して公告し、審査
を実施する試行工事である。
本件の入札にあたっては、電子入札システムに
おいて２件の工事が別々に案件登録されているの
で、複数の工事に参加を希望する場合は、参加を
希望する工事毎に申請書の提出及び入札が必要で
ある。（詳細は入札説明書及び参考資料による。）
なお、希望工事のみに申請書を提出することも
できる。
令和元年７月 12 日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 加藤 雅啓

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇第 11 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名
 川崎港臨港道路東扇島水江町線主橋梁部
上部工事
 川崎港臨港道路東扇島水江町線主橋梁部
上部工事（その２）

 工事場所 川崎市川崎区京浜運河
 工事内容
 川崎港臨港道路東扇島水江町線における
主橋梁部は、複数工事により完成させるこ
ととしており、そのうち、本工事は、東扇
島側の主塔部の工場製作工、主塔架設工、
主塔現場塗装工、主塔付属物工、フーチン
グ工、中央径間部の工場製作工、鋼橋架設
工、橋梁現場塗装工、橋梁付属物工、仮設
工及び調査工を施工するものである。

 川崎港臨港道路東扇島水江町線における
主橋梁部は、複数工事により完成させるこ
ととしており、そのうち、本工事は、水江
町側の主塔部の工場製作工、主塔架設工、
主塔現場塗装工、主塔付属物工、フーチン
グ工、中央径間部の工場製作工、鋼橋架設
工、橋梁現場塗装工、橋梁付属物工、仮設
工及び調査工を施工するものである。

 工期 契約締結日から令和６年３月15日ま
で
 本工事は、入札時に「技術提案（ＶＥ提案
等の技術提案及び工事全般の施工計画）」を求
め、価格と価格以外の要素を総合的に評価し
て落札者を決定する入札時ＶＥ方式（総合評
価落札方式）の試行工事である。また、品質
確保のための体制その他の施工体制の確保状
況を確認し、施工内容を確実に実現できるか
どうかについて審査し、評価を行う施工体制
確認型総合評価落札方式の試行工事である。
また、本工事は、契約締結後に施工方法等の
提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
である。ただし、入札時ＶＥ方式（総合評価
落札方式）の提案範囲を除くものとする。
 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。ただし、電
子入札システムによりがたいものは、発注者
の承諾を得て紙入札方式に代えるものとす
る。また、紙入札方式の承諾に関しては、関
東地方整備局総務部経理調達課に承諾願を提
出するものとする。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下、
「申請書」という。）を提出した者に対し、見
積参考資料（金抜き設計書）を開示する工事
である。
 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65
点未満であった場合、当該工事成績評定通知
の通知月から起算して１年間に行われる関東
地方整備局（港湾空港関係）の発注する工事
の入札において、総合評価落札方式の評価点
等を減じる試行対象工事である。ただし、事
故減点は原則適用外とする。
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通

知された関東地方整備局（港湾空港関係）が
発注し完成した工事がある者に対して、現場
代理人と監理技術者の兼務を認めないことと
する試行対象工事である。（詳細は入札説明書
による。）
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札価格調査時の重点調
査の内容が著しく乖離した場合においては、
施工体制台帳の確認やヒアリング等を実施
し、乖離理由を検討したうえで、場合によっ
ては工事成績評定を減じる試行対象工事であ
る。
 本工事は、若手の主任（監理）技術者を定
期的に指導する経験豊富な技術者（技術指導
者）を配置できる「若手技術者登用促進型」
の試行工事である。なお、技術指導者の配置
については、申請書及び競争参加資格確認資
料（以下、「資料」という。）の提出者が選択で
きるものとする。若手主任（監理）技術者は、
公示年度の４月１日時点で満40歳未満の者と
する。
 本工事は、休日を確保した工事について工
事成績評定を評価し、労務単価の補正を行う
「休日確保評価型」の試行工事である。
 本工事は、「若手技術者を配置」「働き易い職
場環境の整備」及び「担い手育成活動を実施」
について工事成績評定で評価する工事であ
る。
 本工事は、ＩＳＯ9001認証取得を活用した
監督業務等の取扱いの対象工事である。ただ
し、低入札価格調査の対象となった場合を除
く。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、中間前金払に代わり、出来高に
応じた部分払を選択することができる「出来
高部分払方式」の対象工事である。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。なお、本
方式の実施にあたっては、単価等を個別に合

意する方式（「個別合意方式」という。）を基本
とするが、受注者の希望により、単価を一括
的に合意する方式（「一括合意方式」という。）
も可能とする。
 本工事は、工事期間中の真夏日の日数に応
じて、熱中症対策に資する現場管理費の補正
を行う試行工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体又は単体有資格
業者であること。
なお、特定建設工事共同企業体として競争に
参加する場合は、別に公示する特定建設工事共
同企業体の資格決定を受けていること。
 予算決算及び会計令（以下、「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係）における
平成31・32年度一般競争参加資格業者のうち
港湾等鋼構造物工事の資格決定を受けている
者であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係）における
港湾等鋼構造物工事に係る一般競争参加資格
の決定の際に算定した客観点数が、1100点
以上の者であること。（会社更生法（昭和14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成11
年法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については手続開始の
決定後関東地方整備局副局長が別に定める手
続きに基づく一般競争参加資格の再審査の際
に算定した当該港湾等鋼構造物工事における
客観点数が1100点以上であること。
 特定建設工事共同企業体の代表者又は単
体有資格業者にあっては、平成11年４月１
日以降に元請けとして、完成・引渡しの完
了した下記の施工実績を有する者であるこ
と。（共同企業体の構成員としての施工実績
は、出資比率20％以上であること。ただし
乙型共同企業体の同種工事の施工実績につ
いては、出資比率にかかわらず各構成員が
施工を行った分担工事の実績であること。）
また、経常建設共同企業体である場合は、
すべての構成員が下記の施工実績を有する
こと。
 下記⒜⒝を同一の工事で施工した工事

入札公告の取消
令和元年７月 12 日
支出負担行為担当官
中小企業庁長官官房総務課長 髙倉 秀和
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